
 

 

第 146 回簿記検定試験答案用紙 
1 級  ① 

商 業 簿 記 
 

 

問１ 

 損 益 計 算 書  

  (単位：千円) 

Ⅰ 売 上 高    

 1. ソ フ ト ウ ェ ア 売 上 高 (    260,000 )   

 2. 商 品 売 上 高 (    600,000 )  (    860,000 ) 

Ⅱ 売 上 原 価    

 1. ソ フ トウ ェア 売上 原価 (    133,795 )   

 2. 商 品 売 上 原 価 (    463,800 )  (    597,595 ) 

  売 上 総 利 益   (    262,405 ) 

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費    

 1. 販 売 費 (    18,000 )   

 2. 給 料 手 当 (    25,900 )   

 3. 退 職 給 付 費 用 (    14,000 )   

 4. 株 式 報 酬 費 用 (     2,205 )   

 5. 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 (      500 )   

 6. 一 般 管 理 費 (    20,000 )   

 7. 減 価 償 却 費 (    51,000 )   

 8. ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 額 (    17,600 )   

 9. 支 払 リ ー ス 料 (    14,400 )   

 10. 研 究 開 発 費 (    25,000 )  (    188,605 ) 

  営 業 利 益   (    73,800 ) 

Ⅳ 営 業 外 収 益    

 1. 受 取 配 当 金   (     3,000 ) 

Ⅴ 営 業 外 費 用    

 1. 支 払 利 息   (    34,000 ) 

  経 常 利 益   (    42,800 ) 

Ⅵ 特 別 利 益    

 1. 投 資 有 価 証 券 売 却 益   (     7,500 ) 

  税 引 前 当 期 純 利 益   (    50,300 ) 

  法人税、住民税及び事業税 (    27,000 )   

  法 人 税 等 調 整 額 (     4,200 )  (    31,200 ) 

  当 期 純 利 益   (    19,100 ) 

問２ 

   (単位：千円) 

① ② ③ ④ 

198,750 36,000 71,000 16,515 

 

 

試験地(会議所名) 採 点 欄 

 
 

 

生年月日      .  . 

 
氏名 

採 点 欄 



 

 
 

第 146 回簿記検定試験答案用紙 
1 級  ② 

会 計 学 
 

 

 

第１問 

(イ) (ロ) (ハ) (二) (ホ) 

修正再表示 総合償却 償却原価法 直接法 共用資産 

 

第２問 

設問１ 770 千円 

   

設問２ 11,210 千円 

 

設問３   

問１ △ 90 千円 

   

問２ △270 千円 

 

第３問 

設問１ 13,000 千円 

   

設問２ 12,200 千円 

 
設問３ 

  連 結 貸 借 対 照 表   

Ｐ社 (20X1 年 3月 31 日) (単位：千円) 

資   産 金   額 負債・純資産 金   額 

諸 資 産 41,000 諸 負 債 12,000 

甲 事 業 資 産 15,000 甲 事 業 負 債 2,000 

（  の  れ  ん  ） 300 資 本 金 30,000 

   資 本 剰 余 金 2,500 

   利 益 剰 余 金 1,000 

   （ 非支配株主持分 ） 8,800 

 56,300  56,300 
    

 

生年月日      .  . 

 
氏名 

試験地(会議所名) 採 点 欄 

 
 

 

採 点 欄 



 

生年月日      .  . 
 
氏名 

 

第 146 回簿記検定試験答案用紙 
1 級  ③ 

工 業 簿 記 
 
 

第 1問 

問 1    

  1,540,500 円 

問 2    

  1,340,000 円 

問 3    

 予算差異 100,000 円  (  借 方 ・ 貸 方  )差異 

  (注) (   )内は「借方」か「貸方」のいずれかを○で囲みなさい。 

    

 操業度差異 20,000 円  (  借 方 ・ 貸 方  )差異 

  (注) (   )内は「借方」か「貸方」のいずれかを○で囲みなさい。 

問 4    

 ① 73,750  

    

 ② 4,197,000  

    

 ③ 333,000  

    

 ④ 4,223,000  

    

 ⑤ 78,550  

問 5    

 ① 218,295  

    

 ② 231  

    

 ③ 357  

 

第 2 問 

① 複数基準配賦法  活動基準原価計算 階梯式配賦法 変動予算  直接原価計算 

② 活動ドライバー  資源ドライバー   能力    進捗度   基準操業度 

③ 活動ドライバー  資源ドライバー  消費能力   進捗度    実際消費 

④ 直接材料費    直接労務費    直接経費  製造直接費   加工費 

⑤ 直接材料費     直接経費    製造直接費  製造間接費   加工費 

試験地（会議所名） 採 点 欄 

 
 

 

採 点 欄 



 

試験地（会議所名） 採 点 欄 

 
 

 

 

第 146 回簿記検定試験答案用紙 
1 級  ④ 

原 価 計 算 
 

 
 

第 1問 

① 活動基準原価計算 

② 販売費 

③ コスト・ドライバー 

④ Ｙ 

⑤ 40 

⑥ Ｚ 

⑦ Ｘ 

⑧ Ｙ 

⑨ 87,000 

⑩ 15 

 

 

第 2 問 

② 、 ④ 

 

 

第 3問 

 

問１ 

① △ 280,000 円  

② △  20,000 円  

問 2 

③ △ 120,000 円  

④ △  80,000 円  

 

生年月日      .  . 
 
氏名 

 

採 点 欄 

 

 



 
 

商業簿記解説 

(単位：千円) 

問１ 損益計算書作成 

１．ソフトウェアに関する資料 

① ソフトウェア仮勘定から研究開発費への訂正 

＜期中＞ 研 究 開 発 費 5,000 ／ ソフ トウェア 仮勘 定 5,000 
 
② 工事進行基準によるソフトウェア売上高の計上 

800,000 × 60％ ＝ 480,000 

480,000 － 220,000 ＝ 260,000 

＜期中＞ 売 掛 金 260,000 ／ ソフ トウェア売上 高 260,000 
 
③ 前受金の精算 

＜期中＞ 前 受 金 50,000 ／ 売 掛 金 50,000 
 
④ 当期発生した費用についてソフトウェア売上原価への振り替え 

＜決算＞ ソ フ ト ウェ ア仮 勘定 38,795 ／ 減 価 償 却 費 12,750 

    ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 4,400 

    支 払 リ ー ス 料 3,600 

    給 料 手 当 11,100 

    退 職 給 付 費 用 6,000 

    株 式 報 酬 費 用 945 

 ソフトウェア売上原価 133,795 ／ ソフ トウェア仮勘 定 133,795 

 

２．商品に関する資料 

＜決算＞ 商 品 評 価 損 3,800 ／ 商 品 3,800 

 商 品 売 上 原 価 3,800 ／ 商 品 評 価 損 3,800 

    売価 30,000 － 簿価 32,000 ＝ △2,000  △2,000－1,800 ＝ △3,800 

 

３．自社利用目的のソフトウェアに関する資料 

＜決算＞ ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 22,000 ／ ソ フ ト ウ ェ ア 22,000 
 

20X3年1月1日計上分： 60,000 ×  
1年 

＝20,000 
3年 

20X5年7月1日計上分： 20,000 ×  
1年 

× 
6ヶ月 

＝2,000 
5年 12ヶ月 

合   計  ：  20,000 ＋ 2,000 ＝ 22,000 

 

４．貸倒引当金に関する資料 

＜決算＞ 貸 倒 引 当 金 繰 入 500 ／ 貸 倒 引 当 金 500 

    売掛金残高 （ 40,000 ＋ ②260,000 － ③50,000 ）×１％ ＝ 2,500  2,500－2,000 ＝ 500 

 

５．投資有価証券に関する資料 

＜期首＞ 繰 延 税 金 負 債 1,500  投 資 有 価 証 券 5,000 

 その他有価証券評価差額金 3,500   

    再振替仕訳が未処理であるため、前Ｔ／Ｂに計上されたままの繰延税金負債等を振り戻す。 

＜期中＞ 投 資 有 価 証 券 2,500 ／ 投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,500 

    前Ｔ／Ｂ計上分  ：37,000            34,500 

    期中売却分    ：37,000            34,500 

    期首保有分（合計）：74,000 － （8,000－3,000） ＝ 69,000（取得原価） 

    再振替仕訳により帳簿価格が訂正されているため期中売却の処理について訂正する。



 
 

 

＜期中＞ 投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,000 ／ そ の 他 資 本 剰 余 金 3,000 

    自己株式の売却益3,000千円の訂正。 

＜決算＞ 投 資 有 価 証 券 5,500  繰 延 税 金 負 債 1,650 

   その他有価証券評価差額金 3,850 

    当期の評価替えを行う。 時価40,000 － 簿価34,500 ＝ 5,500 

    税効果の適用。 5,500 × 30％ ＝ 1,650 

 

６．固定資産に関する資料 

＜決算＞ 減 価 償 却 費 63,750 ／ 建 物 減 価 償 却 累 計 額 63,750 

建物： （900,000－135,000）÷12年＝63,750   

 

７．リースに関する資料 

＜決算＞ 仕 訳 な し     

    オペレーティング・リースのため支払リース料の計上のみ。 

 

８．退職給付に関する資料 

＜期中＞ 退 職 給 付 引 当 金 10,000 ／ 給 料 手 当 10,000 

    年金掛金の修正 

＜決算＞ 退 職 給 付 費 用 20,000 ／ 退 職 給 付 引 当 金 20,000 

 

退職給付引当金  退職給付費用   

年金資産    280,000 退職給付債務  400,000  勤務費用  15,000 運用収益     7,000    

未認識の差異   36,000  前Ｔ／Ｂ確認84,000  支払利息   8,000 
  20,000 

   

   差異の処理  4,000    

        

    未認識の差異については20X3年度の割引率が原因であるため定額法の残存年数（10年－１年）で処理。 

    36,000 ÷ ９年 ＝ 4,000  

 

９．ストック・オプションに関する資料 

＜決算＞ 株 式 報 酬 費 用 3,150 ／ 新 株 予 約 権 3,150 

3,000個交付分： 3,000個×  
6ヶ月 

＝500   500×4.5＝2,250 
36ヶ月 

見積りとの差額分： 200個×  4.5 ＝900 

合 計 ： 2,250 ＋ 900 ＝ 3,150 

 

10．その他費用・収益に関する資料 

＜決算＞ 前 払 販 売 費 2,000 ／ 販 売 費 2,000 

＜決算＞ 現 金 預 金 1,000 ／ 受 取 配 当 金 1,000 



 
 
 

11．税金に関する資料 

＜決算＞ 法人税住民税及び事業税 27,000  仮 払 法 人 税 等 20,000 

    未 払 法 人 税 等 7,000 

 

＜決算＞ 法 人 税 等 調 整 額 4,200 ／ 繰 延 税 金 資 産 4,200 

 

    前Ｔ／Ｂより前期末の繰延税金資産の残高は34,200千円、繰延税金負債の残高は1,500千円であった。これ

は〔資料2〕11にある一時差異の合計と合致している。また、当期発生した一時差異は下記の内容である。 

一時差異の原因 加算／減算 金 額 当期末の金額に関する資料 

貸 倒 引 当 金 減算 2,500千円  引当金の全額とする。 

商 品 減算 3,800千円  評価損の全額とする。 

建 物 減算 54,750千円  税務上の耐用年数は25年であった。 

退職給付引当金 減算 94,000千円  引当金の全額とする。 

その他有価証券 加算 － 上記２－５で計上済み。 

 

    前期 繰延税金資産 ： 34,200 

    当期 繰延税金資産 ： 46,515 

        （ 内訳： 回収可能額 30,000  回収不能額 16,515 ） 

    回収可能額が30,000であるのに対し、計上されている繰延税金資産が34,200であるため差額を控除する。 

         30,000 － 34,200 ＝ △4,200 

よって繰延税金資産減少額は4,200、評価性引当額は16,515である。 

 

 

問２ 注記事項 

1．減価償却累計額 

    前Ｔ／Ｂ累計額135,000＋⑥63,750＝198,750 

 

2．未経過リース料 

    18,000×2＝36,000 

 

3．退職給付に係る未認識数理計算上の差異の当期末残高 

年金資産（見積）  年金資産（時価）  未認識数理計算上の差異 

期首      280,000 年金支給    8,000  期末    250,000 期末時価  250,000  期首      280,000 費用処理   4,000 

運用収益      7,000  期末見積  289,000   
 

 当期発生  39,000 期末残高 71,000 

掛金    10,000  当期発生分 39,000    

        

 

4．繰延税金資産に係る評価引当額 

  繰延税金資産は将来減算一時差異が解消するときに税金負担が軽減されるが、認められた範囲のものしか計上でき

ない。そのため 

一時差異の原因 加算／減算 金 額 当期末の金額に関する資料 

貸 倒 引 当 金 減算 750千円  2,500千円×30％ 

商 品 減算 1,140千円  3,800千円×30％  

建 物 減算 16,425千円  54,750千円×30％  

退職給付引当金 減算 28,200千円  94,000千円×30％ 

繰延税金資産 28,200千円  

評価性引当金 16,515千円 30,000千円―28,200千円 

回収可能分 30,000千円 100,000千円×30％％ 

 

 



 
 
会計学解説 

第２問  

設問１ 

7.7円×100千ﾄﾞﾙ＝770千円 

設問２（一括処理） 

                                       (単位：千円) 

  2/28          3/31           4/30          5/31 
      
      
               

 
契約締結 

直々差額 
決算日 

  
輸出日 

  
決済日 

 

           

本源的価値  －   500   400   600 
            

時間価値  380   270    90    － 

合計  380   770    490    600 

   ＋390     売上高の計上  

   繰延       
          

 契約締結(20X6年2月31日) 

      オプションの設定 

通 貨 オ プ シ ョ ン 380 ／ 現 金 預 金 380 

      3.80円×100千ﾄﾞﾙ＝ 380千円 

 

 決算時(20X6年3月31日) 

      オプション料の繰り延べ 

通 貨 オ プ シ ョ ン 390 ／ 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 390 

      （7.70円－3.80円）×100千ﾄﾞﾙ＝390千円 

 

 輸出日（20X6年4月30日) 

① オプション料の時価評価 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 280 ／ 通 貨 オ プ シ ョ ン 280 

      （4.90円－7.70円）×100千ﾄﾞﾙ＝△280千円（差益） 

     ② 繰延ヘッジ損益の処理 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 110 ／ 売 上 110 

      繰延分390千円のうち280千円分が減額されるため、残りの110千円を売上高に振り替える。 

     ③ 売上高の計上 

売 掛 金 11,100 ／ 売 上 11,100 

      111円 × 100千ﾄﾞﾙ ＝ 11,100千円 

 

 決済時(20X6年5月31日) 

      オプション料の決済 

現 金 預 金 600  通 貨 オ プ シ ョ ン 490 

  為 替 差 損 益 110 

      （4.90円－6.00円）×100千ﾄﾞﾙ＝△110千円（差益） 

      売掛金の決済 

現 金 預 金 10,900  売 掛 金 11,100 

為 替 差 損 益 200   



 
 
設問３ 

 問１ 

一括処理 （－ 4.00 － 4.90）×100,000ドル＝ △90千円 

 問２ 

時間的価値と本源的価値を区別して処理するため、時間的価値の変動分のみを考える。 

決算日の１ドルあたりの時間的価値－2.70円 × 100,000ドル ＝ △270千円 

（参考：区分法） 

 契約締結(20X6年2月31日) 

      オプションの設定 

通 貨 オ プ シ ョ ン 380 ／ 現 金 預 金 380 

      3.80円×100千ﾄﾞﾙ＝ 380千円 

 

 決算時(20X6年3月31日) 

      オプション料の時価評価 

通 貨 オ プ シ ョ ン 390  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 500 

為 替 差 損 益 110   

      （7.70円－3.80円）×100千ﾄﾞﾙ＝390千円 

      （2.70円－3.80円）×100千ﾄﾞﾙ＝△110千円（時間的価値の減少） 

      （115円 － 110円）×100千ﾄﾞﾙ＝500千円（本源的価値の増加） 

 

 輸出日（20X6年4月30日) 

① オプション料の時価評価 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 100  通 貨 オ プ シ ョ ン 280 

為 替 差 損 益 180   

      （4.90円－7.70円）×100千ﾄﾞﾙ＝△280千円（差益） 

      （0.90円－2.70円）×100千ﾄﾞﾙ＝△180千円（時間的価値の減少） 

      （110円 － 111円）×100千ﾄﾞﾙ＝△100千円（本源的価値の減少） 

     ② 繰延ヘッジ損益の処理 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 400 ／ 売 上 400 

      繰延分500千円のうち100千円分が減額されるため、残りの400千円を売上高に振り替える。 

     ③ 売上高の計上 

売 掛 金 11,100 ／ 売 上 11,100 

      111円 × 100千ﾄﾞﾙ ＝ 11,100千円 

 

 決済時(20X6年5月31日) 

      オプション料の決済 

現 金 預 金 600  通 貨 オ プ シ ョ ン 490 

  為 替 差 損 益 110 

      （4.90円－6.00円）×100千ﾄﾞﾙ＝△110千円（差益） 

      売掛金の決済 

現 金 預 金 10,900  売 掛 金 11,100 

為 替 差 損 益 200   

  

 



 
 
 

第３問  

設問１ 

既に発行されているＳ社株式100株に対し、今回新たに発行する150株について持ち株比率を計算します。 

Ｓ社株式の持ち株比率 
150 

＝ 0.6 
100 ＋ 150 

これによりＰ社が取得企業、Ｓ社が被取得企業であるためＰ社保有の甲事業の資産負債は帳簿価格で引き継ぎます。 

甲 事 業 負 債 2,000  甲 事 業 資 産  15,000  

Ｓ 社 株 式 13,000     

 

設問２ 

Ｓ社は増加する資本のうち40％を資本金とする。 

甲 事 業 資 産 15,000  甲 事 業 負 債  2,000  

  資 本 金  5,200 （15,000 - 2,000）×40％＝5,200 

  資 本 剰 余 金  7,800  

 

設問３ 

移転した甲事業の資本連結 

資 本 金 5,200  Ｓ 社 株 式  7,300 13,000 - 5,700＝7,300 

資 本 剰 余 金 7,800 非支配株主持分  5,200 13,000×40％＝5,200 

  資 本 剰 余 金  500   差額 

移転前のＳ㈱にかかる資本連結 

諸 資 産 1,000  諸 負 債  1,000  

資 本 金 7,000  Ｓ 社 株 式  5,700 ＠95×100×60％＝5,700 

資 本 剰 余 金 600 非支配株主持分  3,600 9,000×40％＝3,600 

利 益 剰 余 金 400     

評 価 差 額 1,000     

の れ ん 200     

 

 

 

 



 
 

工業簿記解説 

第２問 

問１ 

製品Ａへの正常配賦額は予定配賦率を用いて計算します。 

第１製造部：（予定配賦率） 750円 ／ 時間 × （直接作業時間） 1,190時間 ＝ 892,500円 

第２製造部：（予定配賦率） 800円 ／ 時間 × （直接作業時間）   810時間 ＝ 648,000円  

よって正常配賦額は （第１製造部）892,500 ＋ （第２製造部）648,000 ＝ 1,540,500円 

 

問２ 

２次集計は相互配賦法を用います。 

  部 門 費 配 賦 表 （単位：円） 

摘   要 合   計 
製 造 部 門 補 助 部 門 

第 １ 製 造 部 第 ２ 製 造 部 修 繕 部 動 力 部 事 務 部 

部 門 個 別 費  343,808 540,792 122,000 105,500 87,900 

部 門 共 通 費  770,000 500,000 120,000 90,000 120,000 

部 門 費 合 計 2,800,000 1,113,808 1,040,792 242,000 195,500 207,900 

第１次配賦       

事 務 部  83,160 62,370 41,580 20,790 － 

動 力 部  69,000 103,500 23,000 － － 

修 繕 部  44,000 176,000 － 22,000 － 

小  計 645,400 196,160 341,870 64,580 42,790 － 

第２次配賦       

動 力 部  17,116 25,674    

修 繕 部  12,916 51,664    

補助部門費配賦額 645,400 226,192 419,208    

製造部門費合計 2,800,000 1,340,000 1,460,000    
 
 
 

問３ 
 
  第２製造部〔製造間接費〕 

  実際発生額 1,460,000   

  ②予算差異    

   ③操業度差異   

       

   1,360,000  

予定配賦率   1,380,000   

 ＠800      

   実際操業度 基準操業度  

 1,725時間 1,700時間   

  ①総差異   ：1,380,000－1,460,000＝△ 80,000 

  ②予算差異  ：1,360,000－1,460,000＝△100,000 

  ③操業度差異 ：（1,725時間－1,700時間）×＠800＝20,000 



 
 

問４ 

 

仕 掛 品  製 品 

月  初   当月完成 （差額）  月  初    販売    （差額） 

59,500 ＋ 140,250 ＝

199,750 

        

4,197,000 

 290,000＋43,800＝ 

          333,800  

        

4,223,000 

当月投入   当月完成  

900,000＋704,000 月 末            4,197,000 月 末    

＋2,726,250＝ 

4,330,250 

120,000 ＋ 213,000 ＝

333,000 

       180,000 ＋ 127,800 ＝

307,800 

 

 

 

 直 接 材 料    仕 掛 品  

前月繰越 100,000 直接材料費 900,000  前月繰越 199,750 完成品原価 4,197,000 

当月仕入高 1,080,000 間接材料費 250,000  直接材料費 900,000 次月繰越 333,000 

 
 

 次月繰越 20,200  直接労務費 704,000  
 

 

  原価差異 9,800  製造間接費 2,726,250   

 1,180,000  1,180,000   4,530,000  4,530,000 

         

 製 造 間 接 費    売 上 原 価  

間接材料費 100,000 予定配賦額 2,726,250  製 品 4,223,000 月次損益 4,301,550 

間接労務費 ？ 配賦差異 73,750  原 価 差 異 78,550    

間 接 経 費 ？      4,301,550  4,301,550 

 2,800,000  2,800,000      

         

 

問４ 

手順① 補助部門の実際発生額をもとに連立方程式を作成する。 

（事務部） Ｘ ＝207,900 ＋  5／105Ｘ 

(動力部)  Ｙ ＝195,500 ＋ 10／105Ｘ ＋ 2／22Ｚ 

（修繕部） Ｚ ＝242,000 ＋ 20／105Ｘ ＋ 10／85Ｙ 

手順② 次に上記方程式を問題用紙と同様に左辺にＸ・Ｙ・Ｚをおき、右辺に金額がくるように置き換える。 

（事務部） Ｘ ＝ 218,295 

(動力部)  －10／105Ｘ ＋    Ｙ － 2／22Ｚ ＝ 195,500 

（修繕部） －20／105Ｘ － 10／85Ｙ ＋    Ｚ ＝ 242,000 

手順③ 最後に上記方程式を整数倍する。 

（事務部） Ｘ ＝ 218,295 

(動力部)  －22Ｘ ＋231Ｙ －  21Ｚ ＝ 45,160,500 

（修繕部） －68Ｘ  －42Ｙ ＋ 357Ｚ ＝ 86,394,000 

 

 

 



 
 
原価計算解説 

 

第３問 

 

    

問１ 能 率 差 異 ＝ (不利)  300,000 円 (11,200分－11,500分)×＠1,000 

    （内 訳） 

① 速 度 低 下 ロ ス 差 異 ＝ (不利)  280,000 円 (11,200分－11,480分)×＠1,000 

   

② チ ョ コ 停 ロ ス 差 異 ＝ (不利)  20,000 円 (11,480分－11,500分)×＠1,000 

   
 
 

問2 操 業 度 差 異 ＝ (不利)   200,000 円 (11,500分－12,000分)×＠400 

    （内 訳） 

③ 段 取 替 ロ ス 差 異 ＝ (不利)   120,000 円 300分×＠400 

     
④ 故 障 停 止 ロ ス 差 異 ＝ (不利)    80,000 円 200分×＠400 

 
 
 
 

 実際発生額 11,158,000  

 
 
 
 
 
変動費率 

    600 

 

 

 

 

 

速度低下ロス差異 

 

  チョコ停ロス差異 

    400 

固定費率 

 

 

 

 
 固定費予算額 

4,800,000 

 理論ＣＴ 

11,200 

 

 

実際ＣＴ 

11,480分 

 

実際稼働時間 

11,500分 

 

負荷時間 

12,000分 
 

 

第１問（単位：千円)  コスト・プール Ｘ 社  Ｙ 社  Ｚ 社 

 ① 受 注 処 理 費 4,500  6,000  3,000 

 ② 定 期 運 送 費 12,000  9,000  24,000 

 ③ 緊 急 運 送 費 －  8,000  4,000 

 ④ 販 売 促 進 費 28,000  42,000  28,000 

 ⑤ 販 売 管 理 費 6,000  30,000  12,000 

 ⑥ 情 報 処 理 費 4,000  7,000  5,000 

 ⑦ 管 理 業 務 費 14,000  35,000  21,000 

  営 業 費 合 計 68,500  137,000  97,000 

        

  営業費÷売上高 0.2  0.4  9.2 

        

  売 上 高 342,500  342,500  485,000 

  売 上 原 価 191,800  171,250  266,750 

  営 業 費 68,500  137,000  97,000 

  営 業 利 益 82,000  34,250  121,750 

        

  売上高営業利益率（％） 23.9  10.0  25.1 

標準配賦率 1,000 


